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命 令 書（写）

再審査申立人 Ｘ₁組合

再審査申立人 Ｘ₂支部

再審査被申立人 Ｙ会社

上記当事者間の中労委平成２６年（不再）第４５号事件（初審東京都労委平成２

４年（不）第２６号事件）について、当委員会は、平成２８年１０月５日、第２１

８回第二部会において、部会長公益委員山川隆一、公益委員仁田道夫、同藤重由美

子、同木本洋子、同両角道代出席し、合議の上、次のとおり命令する。

主 文

本件各再審査申立てを棄却する。
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理 由

第１ 事案の概要

１ 再審査被申立人Ｙ会社（平成２４年７月３０日付けでＣ会社から商号変更し

た。以下、商号変更前後を通じて「会社」という。なお、以下 「平成」の元号、

を省略する ）は、同年１月１８日付けで、Ｄ会社(以下「Ｄ」という ）との。 。

(３)間で 同年３月３１日までにＤから事業譲渡 詳細については 後記第３の１、 （ 、

参照。以下「本件事業譲渡」という ）を受ける旨の契約を締結した。。

Ｄは、同年２月２２日、全従業員約３０名を解雇した上で、同月２７日、東

京地方裁判所（以下「東京地裁」という ）に対して破産手続開始を申し立て、。

同日、同開始決定を受けた。

Ｄでは、Ｅ組合(以下「Ｅ」という ）に所属する組合員がＦ支部(以下「Ｆ」。

という ）を組織し、その上部組織はＧ組合(以下「Ｇ」という ）であったが、。 。

、 「 」 。）Ｅが 本件再審査結審後の２８年１月３１日付けでＨ組合(以下 Ｈ という

と組織統合し、Ｉ組合(以下「Ｉ」という ）が結成されたことに伴い、Ｇは、。

同年２月３日付けでＪ組合(以下「Ｊ」という ）と組織統合し、再審査申立人。

Ｘ₁組合(以下「Ｘ₁」という ）となり（以下、組織統合前後を通じて「Ｇ」と。

いう 、Ｆは、同月１６日付けで再審査申立人Ｘ₂支部(以下「Ｘ₂」という ）。） 。

と名称変更した（以下、名称変更前後を通じて「Ｆ」といい、Ｇと併せて「組

」 。 、 、 「 」 。）。合 という また 以下 Ｆを組織するＥ所属の組合員を Ｆ組合員 という

、 、 、会社は ２４年２月２２日 Ｆ組合員を含む上記約３０名を雇い入れた上で

同雇入れに関して、同年３月３１日までに、同人らとの間で、同年２月２２日

付けで、同日からＤの破産に伴う残務処理完了までの間を契約期間とする「臨

時就労契約 （以下「本件就労契約」という ）を締結した。その後、Ｄ破産管」 。

財人は、同年７月３１日までに本件事業譲渡を完了した。

会社は、同年９月１日付けで、上記約３０名との間で雇用契約を締結して、
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同人らを正規従業員として雇い入れた。本件就労契約は、同年８月３１日をも

って終了した。

本件は、会社の下記 ないし の各行為が労働組合法（以下「労組法」とい(１) (９)

う ）第７条各号所定の不当労働行為に当たるとして、組合が東京都労働委員会。

（以下「都労委」という ）に救済を申し立てた事案である。。

、 、本件救済申立てについては 下記 に係る申立てが同年４月１６日になされ(１)

その後、同 ないし に係る申立てが同年１２月１４日に、同 に係る申立て(２) (８) (９)

が２５年１２月１３日に、それぞれ追加された。

２４年２月２４日付けないし同年３月２８日付けの間の４回にわたって、(１)

組合からＥと連名でなされた①本件就労契約に係るＦ組合員の労働条件又は

（ 「 ．②同月１３日付け協定案の締結についての各団体交渉の申入れ 以下 ２４

． 」 。） （ ）。２ ２４等団交申入れ という に応じなかったこと 労組法第７条第２号

なお、上記協定案は、労働条件の決定・変更、解雇及び事業所統廃合等重

要な経営施策について、組合及びＥとの事前協議及び事前同意の上で実施す

ること（以下「本件事前協議・同意制度」という ）等を内容とする（詳細に。

ついては、後記第３の３ 参照。以下「本件協定案」という 。(６) 。）

２４年６月４日付けないし同年１２月３日付けの間の６回にわたって、組(２)

合からＥと連名でなされた①本件協定案の締結、②本件就労契約の契約期間

満了後におけるＦ組合員の雇用に係る労働条件又は③２４年度年末一時金等

（ 「 ． ． 」 。）についての各団体交渉の申入れ 以下 ２４ ６ ４等団交申入れ という

に係る団体交渉に関する対応（労組法第７条第２号 。）

２４年８月２日にＢ₁社長がＡ₁Ｆ副執行委員長（以下「Ａ₁副委員長」とい(３)

い、同人が同年９月１４日にＦ執行委員長に就任した以降は「Ａ₁委員長」と

いう ）に対して行った、管理職に就任する場合にはＥを脱退しなくてはなら。

ない旨の発言（以下、組合主張の上記発言を「２４．８．２Ｂ₁社長発言」と

いう （労組法第７条第３号 。。） ）
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（ 「 」 、(４) ２４年８月２日にＢ₂取締役がＡ₂Ｆ執行委員長 以下 Ａ₂委員長 といい

同人が同年９月１４日にＦ執行委員長を辞任した以降は「Ａ₂前委員長」とい

う。同人は、同月２４日にＥを脱退した 、Ａ₁副委員長及びＡ₃組合員（同。）

人は、同日にＥを脱退した ）に対して行った、管理職に就任する場合にはＥ。

（ 「 ． ． 」 。）を脱退してほしい旨の各発言 以下 ２４ ８ ２Ｂ₂取締役発言 という

（労組法第７条第３号 。）

２４年８月６日にＢ₁社長がＡ₂委員長に対して行った、管理職はＥを脱退(５)

してもらう旨の発言（以下、組合主張の上記発言を「２４．８．６Ｂ₁社長発

言」という （労組法第７条第３号 。。） ）

２４．６．４等団交申入れに係る２４年８月２８日の第８回団体交渉（以(６)

下、各回の団体交渉について、その回数に応じて「第８回団交」等という ）。

においてＢ₂取締役が行った、法律はないほうがよいとの発言（以下「２４．

８．２８Ｂ₂取締役発言」という （労組法第７条第３号 。。） ）

２４年９月２４日にＢ₂取締役がＡ₂前委員長及びＡ₃組合員に対して行っ(７)

た、すぐにＥを脱退してほしい旨の各発言（以下、組合主張の上記各発言を

「２４．９．２４Ｂ₂取締役発言」という （労組法第７条第３号 。。） ）

、 、「 、 、(８) ２４年１２月４日付け書面で 組合に対して 今後 当社に対する申入れ

要求等については、Ｙにおける労働組合として行うよう求める。また、今後

は当社としてＦとしての申入れに対しては回答義務のないものとし、回答を

しない場合のあることを付言する 」と回答したこと（以下「２４．１２．４。

回答」という （労組法第７条第３号 。。） ）

２５年８月５日の本件初審審問においてＢ₂取締役が行った、Ｅの組合員で(９)

いる以上、管理職にはなれない旨等の証言（以下「２５．８．５Ｂ₂取締役証

言」という （労組法第７条第３号 。。） ）

２ 初審における請求する救済の内容は、要旨次のとおりである。

前記１ に係る団体交渉応諾(１) (１)
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前記１ に係る団体交渉に関する誠実対応(２) (２)

前記１ ないし に係る発言、回答及び証言の禁止(３) (３) (９)

３ 都労委は、２６年７月１５日、前記１ 及び の各行為は不当労働行為に当(４) (８)

たるとして、会社に対して、上記各行為に係る文書交付を命じ、その余の組合

の申立てを棄却することを決定し、同年８月２０日、各当事者に命令書を交付

した。なお、本件初審命令は、同 、 及び の各行為について 「その余の事(３) (６) (９) 、

実は、労働組合法第７条に該当しない （理由第３）とするのみで、不当労働。」

行為の成否に関する具体的な判断を示していない。

組合は、これを不服として、同年９月１日、上記棄却部分の取消し及び前記

２のとおりの救済（ただし、前記２ について、前記１ 及び に係る部分を(３) (４) (８)

除く ）を求めて、再審査を申し立てた。会社は、同月３日に本件初審命令を履。

行し、再審査を申し立てなかった。

したがって、本件再審査の対象は、前記１ ないし 、 ないし 及び の(１) (３) (５) (７) (９)

各行為である。

４ 本件再審査の争点は、次のとおりである。

会社が２４．２．２４等団交申入れに応じなかったことは、労組法第７条(１)

第２号の不当労働行為に当たるか（争点１ 。）

２４．６．４等団交申入れに係る団体交渉に関する会社の対応は、労組法(２)

第７条第２号の不当労働行為に当たるか（争点２ 。）

Ａ₁副委員長に対する２４．８．２Ｂ₁社長発言は、労組法第７条第３号の(３)

不当労働行為に当たるか（発言の有無を含む （争点３ 。。） ）

Ａ₂委員長に対する２４．８．６Ｂ₁社長発言は、労組法第７条第３号の不(４)

当労働行為に当たるか（発言の有無を含む （争点４ 。。） ）

第８回団交における２４．８．２８Ｂ₂取締役発言は、労組法第７条第３号(５)

の不当労働行為に当たるか（争点５ 。）

Ａ₂前委員長及びＡ₃組合員に対する２４．９．２４Ｂ₂取締役発言は、労組(６)
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（ 。）（ ）。法第７条第３号の不当労働行為に当たるか 発言の有無を含む 争点６

本件初審審問における２５．８．５Ｂ₂取締役証言は、労組法第７条第３号(７)

の不当労働行為に当たるか（争点７ 。）

第２ 当事者の主張の要旨

１ 争点１（会社が２４．２．２４等団交申入れに応じなかったことの労組法第

７条第２号該当性）

組合の主張(１)

ア Ｄに勤務していたＦ組合員は、２４年２月２２日午前１０時５０分、他

のＤ従業員とともに工場内の食堂に集められ、Ｄ社長らから、Ｄは破産す

るので全従業員を即時解雇する旨、Ｄは会社に工場を含め本件事業譲渡を

行い、全従業員は同日から会社に雇用される旨を突然通告された。全従業

員は、会社との本件就労契約の締結を余儀なくされたが、契約期間はＤの

破産に伴う残務処理完了までの間という不安定な内容であった。

そこで、組合は、同月２４日付け、同年３月２日付け、同月１３日付け

及び同月２８日付けで、会社に対し、本件就労契約に係るＦ組合員の労働

条件又は本件協定案の締結に関して２４．２．２４等団交申入れを行った

が、当時の社長が自身は何も知らないので交渉はＤと行ってほしいなどと

口頭で述べて、会社は、正当な理由なく、２４．２．２４等団交申入れを

全て拒否した。

、 ． ． 、したがって 会社が２４ ２ ２４等団交申入れに応じなかったことは

労組法第７条第２号の不当労働行為に当たる。

イ 本件初審命令は、会社が２４．２．２４等団交申入れに応じなかったこ

とについて、不当労働行為に当たるとしながら、その後の２４．６．４等

団交申入れに係る団体交渉に関する会社の対応を考慮すると、救済措置と

して、会社に対して２４．２．２４等団交申入れに係る団体交渉応諾や文
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、 。書交付等を命じる必要性は認められないとして 組合の申立てを棄却した

しかし、会社が２４．２．２４等団交申入れに応じなかったことはその後

の労使関係に大きな影響を与えており、救済措置を講じなかった本件初審

命令は不当であり、救済措置を講じるべきである。

会社の主張(２)

ア 会社は、Ｄとの間で、Ｄから本件事業譲渡を受ける旨の契約を締結した

当時、従業員１名で、Ｄが製造販売していた攪拌機等の工作機器のメンテ

、 、 ．ナンス業務を行っており 独自の営業力や資金力もなかったところ ２４

２．２４等団交申入れに際して、Ｄの破産手続開始、本件事業譲渡、支援

企業による支援確保の必要性など様々な課題や問題が山積する中、対外的

にも内部的にも情報伝達系統が混乱するなど意思決定権限の所在も確立さ

れていなかった。

上記事情から、当時、会社において、２４．２．２４等団交申入れを含

めて、各種事態への対応に不備や遅れが生じたことは否めない。しかし、

２４．２．２４等団交申入れに対する対応の不備は、上記のような会社運

、 。営上の混乱に起因するものであり 組合の排除等を意図したものではない

したがって、会社が２４．２．２４等団交申入れに応じなかったことに

は正当な理由があり、労組法第７条第２号の不当労働行為に当たらない。

イ 会社は、前記アのような会社運営上の混乱が収束へ向かった２４年６月

以降は、組合からの２４．６．４等団交申入れに対して誠実に交渉を行っ

た。また、組合は、会社が２４．２．２４等団交申入れに応じなかったこ

とはその後の労使関係に大きな影響を与えており、救済措置を講じなかっ

た本件初審命令は不当である旨主張するが、その後の労使関係にどのよう

な影響を与えているのか具体的な主張立証をしていないから、組合の上記

主張には理由がない。

したがって、会社が２４．２．２４等団交申入れに応じなかったことに
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関する救済措置の必要性は認められない。

２ 争点２（２４．６．４等団交申入れに係る団体交渉に関する会社の対応の労

組法第７条第２号該当性）

組合の主張(１)

ア 組合は、会社に対し、２４年６月４日付け及び同年９月１９日付けで、

それぞれ本件事前協議・同意制度に係る協定の締結を要求して、団体交渉

の申入れを行った。これに対し、会社が、書面や団体交渉において、上記

協定締結には応じられない旨回答したことは、組合と会社との労使関係を

否定するものであり、不誠実な対応である。

イ 組合は、２４年７月１３日付け及び同月３０日付けで、会社に対し、本

件就労契約の契約期間満了後における雇用に係る労働条件について、個人

面談でＦ組合員に提示する前に組合に提示することを要求し、その提示内

容に関して協議を行うよう団体交渉の申入れを行った。これに対し、会社

が、書面や団体交渉において、上記労働条件について、個人面談でＦ組合

員に提示するので組合に提示することには応じられない旨回答し、個人面

談でＦ組合員に上記労働条件を提示したことは、組合の団体交渉権を否定

するものであり、不誠実な対応である。

ウ 個人面談でＦ書記長に提示された基本給額が、Ｆ書記長より１歳年下の

非Ｆ組合員に提示された基本給額より低額であったことについて、２４年

８月２２日の第７回団交において、組合は、問題点を指摘し、Ｆ書記長の

基本給提示額の是正を要求した上、同月２８日開催予定の第８回団交で回

答を行うよう求めた。これに対し、会社が、第８回団交に先立ち、同月２

４日、Ｆ書記長に基本給是正額を直接提示したことは、組合の団体交渉権

を否定するものであり、不誠実な対応である。

エ 組合は、２４年１０月２４日付け及び同年１２月３日付けで、会社に対

し、２４年度年末一時金について、基本給３か月分相当額を支給すること



- -9

を要求し、団体交渉の申入れを行った。これに対し、会社が、書面や団体

交渉において、上記一時金の支給については困難であり、予定していない

旨回答していたにもかかわらず、同年１２月７日、Ｆ組合員を含む全従業

員に対して、親会社からの借入金を原資として、謝礼金名目の金員を支給

したことは、組合の団体交渉権を否定するものであり、不誠実な対応であ

る。

オ 以上のとおり、２４．６．４等団交申入れに係る団体交渉に関する会社

の対応は、労組法第７条第２号の不当労働行為に当たる。

会社の主張(２)

ア 組合の主張は、本件事前協議・同意制度に係る協定の締結には応じられ

ないという会社の対応が単に組合の意向に沿わないという不満を述べるも

のにすぎず、会社の対応が不誠実であるとの根拠とはならない。

、イ 本件就労契約の契約期間満了後における雇用に係る労働条件については

あくまで個人の問題であり、かつ、２４年９月１日からの雇用に係る労働

条件であったため、会社は、同年８月上旬には全従業員に対して一斉に提

、 、示する必要があったところ その中でＦ組合員にも提示したにすぎない上

会社は、同年８月３日の第６回団交において、Ｆ組合員に対する提示内容

に関して組合から団体交渉の申入れがあればこれに応じる旨回答していた

のであるから、会社の対応は不誠実とはいえない。

ウ 会社がＦ書記長の基本給是正額を第８回団交で組合に提示することを確

約した事実はなく、会社は、第７回団交における組合の是正要求を踏まえ

て検討した結果として、同月２４日、Ｆ書記長に基本給是正額を提示した

ものである。会社は、できる限り早期に提示する必要があった上、第８回

団交において、Ｆ書記長に対する提示内容に関して組合から団体交渉の申

入れがあればこれに応じる旨回答していたのであるから、会社の対応は不

誠実とはいえない。
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エ 元々、会社は、従業員に対して２４年度年末一時金を支給することは資

金的に困難であったため、上記一時金を支給する予定はない旨を組合に回

答したところ、その後、親会社から本件事業譲渡に関する従業員の協力等

、 、に対する謝礼金の趣旨で資金の提供があったことから ２４年１２月７日

従業員に対して金員を支給したものである。上記金員の性質を上記一時金

であるかのように捉える点で組合の前記 エの主張は誤っている上、会社(１)

は、同月４日付けで、上記金員の支給に関して、就業時間後である午後５

時３０分からであれば、同月５日に団体交渉に応じる旨を書面で回答して

いたのであるから、会社の対応は不誠実とはいえない。

オ 以上のとおり、２４．６．４等団交申入れに係る団体交渉に関する会社

の対応は、労組法第７条第２号の不当労働行為に当たらない。

３ 争点３（Ａ₁副委員長に対する２４．８．２Ｂ₁社長発言の労組法第７条第３

号該当性）

組合の主張(１)

． ．本件初審命令が不当労働行為に当たるとしたＡ₁副委員長に対する２４ ８

２Ｂ₂取締役発言の際、同席していたＢ₁社長は、Ａ₁副委員長に対し、Ｂ₂取

締役と共同して、Ｅからの脱退を推し進めたのであり、Ａ₁副委員長が「リー

、 。」 、ダー職を受けた場合は 組合を脱退しなくてはならないか と尋ねたところ

Ｂ₂取締役は 「そうです 」と明確に答え、Ｂ₁社長も「お願いします 」と、 。 。

言って、管理職である品質管理チームリーダーの就任及びＥからの脱退を強

。 、 、く求めた Ｂ₁社長の上記発言は Ｆ組合員に対してＥからの脱退を強要して

組合の弱体化を企図したものである。

したがって、Ａ₁副委員長に対する２４．８．２Ｂ₁社長発言は、労組法第

７条第３号の不当労働行為に当たる。

会社の主張(２)

Ａ₁副委員長に対する２４．８．２Ｂ₂取締役発言の際、Ｂ₁社長が同席し
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ていたことは認める。しかし、その際、Ｂ₁社長がＡ₁副委員長に対し、組合

主張の前記 の発言をした事実はない。(１)

したがって、Ａ₁副委員長に対する２４．８．２Ｂ₁社長発言について、労

組法第７条第３号の不当労働行為は成立しない。

４ 争点４（Ａ₂委員長に対する２４．８．６Ｂ₁社長発言の労組法第７条第３号

該当性）

組合の主張(１)

会社が２４年８月６日にＡ₂委員長と個人面談し、本件就労契約の契約期間

満了後における雇用に係る労働条件を提示した際、Ｂ₁社長は、Ａ₂委員長に

対し、管理職はＥを脱退してもらう旨発言した。同発言は、Ｆ組合員に対し

てＥからの脱退を強要して、組合の弱体化を企図したものである。

したがって、Ａ₂委員長に対する２４．８．６Ｂ₁社長発言は、労組法第７

条第３号の不当労働行為に当たる。

会社の主張(２)

会社が２４年８月６日にＡ₂委員長と個人面談した際、Ｂ₁社長が同席して

(１)いたことは認める。しかし、Ｂ₁社長がＡ₂委員長に対し、組合主張の前記

の発言をした事実はない。

したがって、Ａ₂委員長に対する２４．８．６Ｂ₁社長発言について、労組

法第７条第３号の不当労働行為は成立しない。

５ 争点５（第８回団交における２４．８．２８Ｂ₂取締役発言の労組法第７条第

３号該当性）

組合の主張(１)

２４年８月２８日の第８回団交の席上、Ｂ₂取締役は、法律はないほうがよ

いと発言した。同発言は、組合の存在及び組合の団体交渉権を否定するもの

である。
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したがって、第８回団交における２４．８．２８Ｂ₂取締役発言は、労組法

第７条第３号の不当労働行為に当たる。

会社の主張(２)

第８回団交の席上、Ｂ₂取締役が、法律はないほうがよいと発言したことは

認める。しかし、Ｂ₂取締役は、労使双方の信頼関係を前提にすれば法律論は

不要であるとの自身の考えを述べたものであり、上記発言は、組合の存在及

び組合の団体交渉権を否定する趣旨によるものではない。

したがって、第８回団交における２４．８．２８Ｂ₂取締役発言は、労組法

第７条第３号の不当労働行為に当たらない。

６ 争点６（Ａ₂前委員長及びＡ₃組合員に対する２４．９．２４Ｂ₂取締役発言

の労組法第７条第３号該当性）

組合の主張(１)

Ｂ₂取締役は、２４年９月２４日、Ｆから提出されたＦ組合員名簿にＡ₂前

委員長の名前が記載されていたため、同人に対し、すぐにＥを脱退してほし

い旨発言した。同発言により、同人は同日、Ｅを脱退した。

また、Ｂ₂取締役は、同日、Ａ₃組合員に対し、すぐにＥを脱退してほしい

旨発言した。同発言により、同人は同日、Ｅを脱退した。

上記各発言は、Ｆ組合員に対してＥからの脱退を強要して、組合の弱体化

を企図したものである。

したがって、Ａ₂前委員長及びＡ₃組合員に対する２４．９．２４Ｂ₂取締

役発言は、労組法第７条第３号の不当労働行為に当たる。

会社の主張(２)

Ｂ₂取締役が２４年９月２４日に、Ａ₂前委員長及びＡ₃組合員に対し、組

合主張の前記 の発言をした事実はない。(１)

したがって、Ａ₂前委員長及びＡ₃組合員に対する２４．９．２４Ｂ₂取締

役発言について、労組法第７条第３号の不当労働行為は成立しない。
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７ 争点７（本件初審審問における２５．８．５Ｂ₂取締役証言の労組法第７条第

３号該当性）

組合の主張(１)

Ｂ₂取締役は、２５年８月５日の本件初審審問において、Ｅの組合員でいる

以上、管理職にはなれない旨等証言した。同証言は、Ｆ組合員に対してＥか

らの脱退を強要して、組合の弱体化を企図したものである上に、本件初審命

令が不当労働行為に当たるとしたＡ₂委員長ら３名のＦ組合員に対する２４．

８．２Ｂ₂取締役発言と比べ、Ｆ組合員個人ではなく、組合及びＦ組合員全体

に向けられた「会社の公式宣言」であるという点で、組合の組織及び運営に

対する影響力がより強い。

したがって、本件初審審問における２５．８．５Ｂ₂取締役証言は、労組法

第７条第３号の不当労働行為に当たる。

会社の主張(２)

Ｂ₂取締役は、２５年８月５日の本件初審審問において、組合代理人弁護士

、 、 、から 会社ではＥの組合員でいる以上 管理職にはなれないですねと問われ

基本的にそうですと証言したものであるところ、そもそも、同証言は、本件

事件の審査手続の一環として、都労委に対して向けられたものであり、組合

(１)及びＦ組合員に向けられたものでないことは明らかであるから 組合の前記、

の主張はその前提を欠く。

したがって、本件初審審問における２５．８．５Ｂ₂取締役証言は、労組法

第７条第３号の不当労働行為に当たらない。

第３ 当委員会の認定した事実

１ 当事者等

Ｇは、元年２月２８日にＥの地方本部の一つとして結成された労働組合で(１)

あり、主にＬに所在する労働組合を下部組織としており、肩書地が主たる事
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務所所在地である。本件初審申立時において、Ｇに所属するＥの組合員は約

３５００名であった。

、 、(２) Ｆは 昭和５３年７月１日にＤの従業員により結成された労働組合であり

その後のＤの破産に伴い会社に雇用されることとなったＤ元従業員らで構成

されており、Ｇに所属し、肩書地が主たる事務所所在地である。本件初審申

立時のＦ組合員は１８名であった。

なお、Ｆの労働組合規約第２条は、Ｆ結成当初 「このＦは （略）Ｄ及び、 、

その関連会社に働くＥの組合員で組織します 」と規定していたが、２５年１。

２月３日 「このＦは （略）Ｙ及びその関連会社に働くＥの組合員で組織し、 、

ます 」と改正された。。

会社は、昭和６１年１０月１８日に、工業用機械設備の設計、企画及び保(３)

守管理を目的として設立された株式会社であり、主たる事務所所在地は、設

立当初、Ｌであったが、２４年９月１１日、肩書地に移転した。本件初審申

立時の会社従業員は約３０名であった。

会社は、同年１月１８日頃、従業員１名で、Ｄが製造販売していた攪拌機

等のメンテナンス業務を行っていたが、同日、Ｄとの間で、同年３月３１日

までにＤから営業権及びＭ工場（会社肩書地に所在する。以下、本件事業譲

渡前後を通じて「工場」という ）の建物を含めた一切の資産について本件事。

業譲渡を受ける旨の契約を締結した。Ｄは、同年２月２２日、Ｆ組合員を含

む全従業員約３０名を解雇した上で、同月２７日、東京地裁に対して破産手

続開始を申し立て、同日、同開始決定を受けた。

、 、 、 、会社は 同月２２日 上記約３０名を雇い入れた上で 同雇入れに関して

同年３月３１日までに、同人らとの間で、同年２月２２日付けで、同日から

Ｄの破産に伴う残務処理完了までの間を契約期間とする本件就労契約を締結

した。その後、Ｄ破産管財人は、同年７月３１日までに本件事業譲渡を完了

した。
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会社は、同年９月１日付けで、上記約３０名との間で雇用契約を締結し、

同人らを月給制の正規従業員として雇い入れた。本件就労契約は、同年８月

３１日をもって終了した。

なお、会社の役員については、２０年８月２９日付けで、代表取締役にＢ₃

（以下「Ｂ₃社長」という ）が、取締役にＢ₄（当時、Ｄの社長であった ）。 。

がそれぞれ重任し、また、新たに取締役にＢ₅（以下「Ｂ₅取締役」という ）。

が就任した。その後、２４年７月３０日付けで、Ｂ₃社長及びＢ₄は退任し、

後任に会社の親会社である申立外Ｋ出身のＢ₁社長（同社在籍時、取締役）及

びＢ₂取締役が就任し、Ｂ₅取締役は重任した。

Ｄは、昭和１９年に、攪拌機等の工作器機の設計及び製造販売を目的とし(４)

て設立された株式会社であったが、前記 のとおり、２４年７月３１日まで(３)

に会社に本件事業譲渡をした。

２ 会社の組織

会社は、管理グループ、技術グループ、製造グループ、営業グループ及び品

質管理グループから成る。職制は、別表（略）のとおりであり、各グループリ

ーダーに属する各チームリーダー（月額３万円の管理職手当が支給される ）に。

ついては、人事に関して直接の権限を有さず、労働関係の計画・方針に関する

機密事項に接する立場にない。

なお、品質管理グループは、会社において自社製品の品質検査等業務の管理

体制が整っていなかったため、同業務の管理を専門に行う部署として、２４年

９月１日に新設されたものであり、工場長の下ではなく、社長直轄下に置かれ

ている。

３ 争点１（会社が２４．２．２４等団交申入れに応じなかったこと）に係る経

緯
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２４年２月２２日午前１０時５０分、Ｄは、Ｆ組合員を含む全従業員約３(１)

０名を工場内の食堂（以下「食堂」という ）に集め、Ｂ₄社長及びＤ代理人。

であったＢ₆弁護士が、Ｄは破産手続開始の申立てを行うので、上記全従業員

を即時解雇する旨、会社に本件事業譲渡を行うので、同日以降、引き続き工

場で働いてほしい旨発表した。

、 、 、 、同日以降 上記約３０名は 会社に雇用された上 引き続き工場で就労し

（ ） 。会社から通勤手当及び残業手当を含む日給制 週払い の賃金が支給された

２４年２月２４日、Ｂ₆弁護士は、前記 の約３０名に対し、本件就労契約(２) (１)

に係る契約書（以下「本件契約書」という ）用紙を提示した上、会社との間。

で、同月２２日付けで本件契約書を作成するよう求めた。

２４年２月２４日付けで、組合は、Ｅと連名により、会社に対し、本件就(３)

労契約に係るＦ組合員の労働条件に関して団体交渉を行うよう書面で申し入

れた（第１回団体交渉申入れ 。）

これに対し、同日、Ｂ₃社長が、上記申入れについてはＢ₄社長及びＢ₆弁

護士が担当し、自身は何も知らないので交渉はＤと行ってほしい旨を口頭で

回答し、会社は上記申入れに応じなかった。

そのため、組合及びＥは、Ｆ組合員は、会社に雇用されることを拒否する

ものではないが、会社との事前協議がなされなければ本件契約書の作成には

応じないとの方針を決定した。

２４年３月２日付けで、組合は、Ｅと連名により、会社及びＤに対し、会(４)

社は同年２月２４付け申入れに応じようとしておらず、抗議する等として、

本件就労契約に係るＦ組合員の労働条件に関して早急に団体交渉を行うよう

書面で申し入れた（第２回団体交渉申入れ 。）

２４年３月７日午後２時から午後５時３０分まで、食堂において、Ｄから(５)

Ｂ₄社長及びＢ₆弁護士の２名が、組合からＧ書記次長であったＡ₄（以下「Ａ

₄書記次長 という Ｎ組合(以下 Ｎ という 常任顧問であったＡ₅ 以」 。）、 「 」 。） （
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下「Ａ₅顧問」という 、Ａ₂委員長、Ａ₁副委員長及びＦ書記長であったＡ₆。）

（以下「Ａ₆書記長」という ）を含む８名がそれぞれ出席して、第１回団交。

が行われた。会社は、第１回団交に出席しなかった。

席上、組合は、労働条件を含めて働くルールを作っていくためには、会社

が出席しなければ交渉が進まないなどとして、Ｂ₃社長の出席を求めたが、Ｂ

₆弁護士は、Ｂ₃社長は一時的な社長で置物にすぎず、何も分からないので団

体交渉に出席しても意味がない旨説明し、Ｆ組合員の労働条件については、

自身が責任を持って担当しており、組合から提案があれば検討する旨回答し

た。

２４年３月１３日付けで、組合は、Ｅと連名により、会社及びＤに対し、(６)

本件就労契約の内容に疑義はあるが、Ｆ組合員は会社に雇用される意思があ

るとした上で、会社が同年２月２４付け及び同年３月２日付け各申入れに応

じていないことに抗議するとともに、労使関係及び雇用の各ルールを設ける

必要がある等として、①本件事前協議・同意制度、②本件就労契約の契約期

間はＤの破産に伴う残務処理完了までとし、同契約期間満了後においては、

Ｆ組合員を正規従業員として雇用すること、③本件就労契約において、休日

は土曜日、日曜日及び祝日とし、祝日は有給とし、賃金は月給制（月末日締

め１０日払い）とすることを内容とする本件協定案の締結に関して団体交渉

を行うよう書面で申し入れた（第３回団体交渉申入れ 。）

２４年３月２２日午後５時３０分から午後７時まで、食堂において、Ｄか(７)

らＤ社長、Ｂ₆弁護士及びＤ代理人であったＢ₇弁護士の３名が、組合からＡ

₄書記次長、Ｎ議長であったＡ₇（以下「Ａ₇議長」という 、Ａ₅顧問、Ａ₂。）

委員長、Ａ₁副委員長及びＡ₆書記長を含む１０名がそれぞれ出席して、第２

回団交が行われた。会社は、第２回団交に出席しなかった。

冒頭、組合は、Ｂ₃社長が出席していないことを質すと、Ｂ₆弁護士は、Ｆ

組合員は本件契約書の作成に応じておらず、会社との雇用関係がないから、
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会社は交渉に応じられないが、Ｆ組合員が本件契約書を作成し、会社におけ

る労働組合を結成すれば、会社は交渉に応じる旨を回答した。

これに対し、組合は、Ｆ組合員は同年２月２２日から会社従業員として雇

用されており、会社にはＦという労働組合が存在する旨反論し、会社が交渉

に応じるよう求めた。

この日の交渉後、Ｂ₆弁護士は、組合及びＦ組合員に対し、同年３月３１日

までに本件契約書を作成しなければ同年４月１日以降は就労させない、と述

べた。

２４年３月２８日付けで、組合は、Ｅと連名により、会社に対し、会社と(８)

組合との間に労使関係が存在していることは明らかであるにもかかわらず、

未だ同年２月２４日付け、同年３月２日付け及び同月１３日付け各申入れに

応じていない等として、本件協定案の締結に関して団体交渉を行うよう書面

で申し入れた（第４回団体交渉申入れ 。）

２４年３月３１日までに、組合は、Ｆ組合員の会社での雇用を継続するた(９)

めには本件契約書を作成することはやむを得ないとして、これに応じること

とし、会社は、前記 の約３０名との間で、同年２月２２日付けで本件契約(１)

書を作成した。

２４年４月１０日、Ｂ₃社長は組合に対し、同年３月２８日付け申入れにつ(10)

いては一切知らない旨を口頭で回答し、会社は上記申入れに応じなかった。

係る本件救済申立てを行った。

４ 争点２（２４．６．４等団交申入れに係る団体交渉に関する会社の対応）に

係る経緯（２４．１２．４回答に係る経緯を含む ）。

２４年６月４日付けで、組合は、Ｅと連名により、会社に対し、①本件協(１)

定案の締結、②会社における受注及び売上の月次実績並びに今後の見通しの

開示、③各種社会保険及び労災保険への加入、④本件就労契約において正規
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従業員として雇用すること、⑤同月１８日開催予定であるＤの債権者集会へ

の出席を有給とすることに関して団体交渉を行うよう書面で申し入れ（第５

回団体交渉申入れ 、また、組合及びＥとＤとの間で締結された労働条件に関）

する事前協議等の協定及び慣行・慣例を引き継ぐよう別途書面で要求した。

２４年６月１２日付けで、会社は、組合及びＥに対し、同月４日付け申入(２)

れに関して、①本件協定案について、 労働条件の決定・変更は法律上定め(ⅰ)

られた手続に則って行うので、法律上必要とされる限りで事前協議に応じる

こと、解雇は法律上定められた手続に則って行うので、事前協議及び事前同

意には応じられないこと、事業所統廃合は経営上の必要性等に鑑みて迅速に

行うので、事前協議及び事前同意には応じられないこと、 本件就労契約の(ⅱ)

契約期間満了後において、Ｆ組合員を正規従業員として雇用することの確約

はできないこと、 本件就労契約において、祝日を有給とすることには応じ(ⅲ)

られないが、賃金を現行の日給制（週払い）から月給制（月末日締め１０日

払い）に変更することの協議には応じること、②受注及び売上の月次実績に

ついて、同年２月２２日ないし同月２９日の間は受注約２３００万円、売上

約１５００万円、同年３月は受注約２１００万円、売上約７３００万円、同

年４月は受注約７５００万円、売上約４９００万円、同年５月は受注約３８

００万円、売上約２７００万円であったこと、③労災保険には加入済みであ

るが、各種社会保険への加入には本件就労契約の性質上応じられないこと、

④本件就労契約において正規従業員として雇用することには応じられないこ

、 。と ⑤債権者集会出席時の有給扱いには応じられないことを書面で回答した

、 、(３) ２４年６月１３日午後５時３０分から午後７時３０分まで 食堂において

会社から会社代理人であったＢ₈弁護士（同人は、本件初審審査及び本件再審

査における代理人でもある ）１名が、組合からＡ₄書記次長、Ａ₇議長、Ａ₅。

顧問、Ａ₂委員長、Ａ₁副委員長及びＡ₆書記長を含む１０名がそれぞれ出席

して、第３回団交が行われた。
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冒頭、組合は、Ｂ₃社長が出席していないことを質すと、Ｂ₈弁護士は、自

身が会社から委任を受けて出席しており、Ｂ₃社長の出席には応じられない旨

回答した上で、会社の事実上の経営責任を負っているのは会社の親会社であ

るＫであり、Ｂ₃社長は、実質的に会社の経営に関与していないので団体交渉

への出席自体が適切でない旨説明した。

そして、Ｂ₈弁護士は、同月４日付け申入れに関して、同月１２日付け書面

で回答したとおりである旨述べた上、①Ｋの意向もあり、法律上必要とされ

る限りで労働条件の決定・変更の事前協議に応じるほかは本件事前協議・同

意制度には応じられないこと、②Ｄから会社への本件事業譲渡は完了してお

らず、Ｋが会社への事業支援を継続するか、あるいは撤退するか見通しが立

たない状況の中で、本件就労契約の契約期間満了後において、Ｆ組合員を正

規従業員として雇用することの確約はできないこと、③Ｄは会社と別法人で

、 。あるので 債権者集会出席時の有給扱いには応じられないこと等を回答した

組合は、労働条件の変更は組合と協議して実施するべきであるとして、改

めて本件事前協議・同意制度を要求し、これに対して、Ｂ₈弁護士は、労働条

件を変更するに際して、組合から申入れがあれば団体交渉での協議には応じ

るが、合意しなければ労働条件を変更しないとまでは考えていない旨、個々

、 。人の労働条件の変更は個々人の問題であるから 個々人と話をする旨述べた

組合が、労働条件の変更について個々人と話をするのは集団的労使関係を否

定するものであると指摘すると、Ｂ₈弁護士は、個々人に対して必要な手続を

行う趣旨であり、集団的労使関係を否定するものではない旨反論した。

交渉の終わりに際し、Ｂ₈弁護士は、組合の要求を踏まえ、各種社会保険へ

の加入及び債権者集会出席時の有給扱いについて再検討する旨述べた。

２４年６月２２日午後５時３０分から午後７時まで、食堂において、会社(４)

からＢ₈弁護士１名が、組合からＡ₄書記次長、Ａ₇議長、Ａ₂委員長、Ａ₁副

、 。委員長及びＡ₆書記長を含む９名がそれぞれ出席して 第４回団交が行われた



- -21

冒頭、組合は、Ｂ₃社長の出席を要求したが、Ｂ₈弁護士は、自身が会社代

理人として出席しているとして、これを拒否した。

そして、Ｂ₈弁護士は、①本件就労契約の下では各種社会保険への加入には

応じられないが、できる限り早い時期に正規従業員としての雇用に切り替え

、 、たいと考えており その際に各種社会保険への加入ができるようにしたい旨

②債権者集会出席時の有給扱いについて、人数制限によっては検討の余地も

あると考えたが、人によって対応が異なると不公平になるとの最終的な判断

から応じられない旨回答した。

これに対し、組合が、いつ頃、正規従業員としての雇用に切り替わるのか

と質すと、Ｂ₈弁護士は、本件事業譲渡により、同年７月中に会社が工場を取

得することを前提として、同年８月中には上記切替えを予定している旨を回

、 、 、 、 、答し さらに 組合が その予定時期を確約できるかと質すと Ｂ₈弁護士は

確約はできないが努力する旨述べた。

２４年７月１３日付けで、組合は、Ｅと連名により、会社に対し、本件事(５)

業譲渡の進捗状況、本件就労契約の契約期間満了後におけるＦ組合員の雇用

に係る労働条件等に関して団体交渉を行うよう書面で申し入れた（第６回団

体交渉申入れ 。）

、 、(６) ２４年７月２４日午後５時３０分から午後７時１５分まで 食堂において

会社からＢ₈弁護士１名が、組合からＡ₄書記次長、Ａ₇議長、Ａ₅顧問、Ａ₂

委員長、Ａ₁副委員長及びＡ₆書記長を含む１０名がそれぞれ出席して、第５

回団交が行われた。

冒頭、組合は、Ｂ₃社長が出席しない理由を質すと、Ｂ₈弁護士は、これま

で述べたとおりＢ₃社長は実質的に会社の経営に関与していない旨答えた。

そして、Ｂ₃弁護士は、本件事業譲渡は同月３１日までに完了する予定であ

り、本件就労契約の契約期間満了後における雇用に係る労働条件について、

現在、検討中であるが、個々のＦ組合員によってその内容が異なるので、組
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合に提示する考えはなく、同年８月にＦ組合員と個人面談を行い、その中で

個別に上記労働条件を提示する旨回答した。

これに対し、組合は、上記労働条件について、団体交渉で確認したい旨主

張したところ、Ｂ₈弁護士は、個々のＦ組合員に提示した上で、組合及びＥか

ら団体交渉の申入れがあればこれに応じる旨、正規従業員としてＦ組合員全

員を雇用することは約束できない旨回答した。組合は、雇用の選別や労働条

件の差別化を図るのかと質すと、Ｂ₈弁護士は、Ｅの組合員であることや組合

活動を理由として、雇用の選別や上記労働条件の差別化を図る考えは一切な

い旨回答した。

２４年７月３０日、会社は、前記第１の１のとおり商号変更を行い、同第(７)

３の１ のとおり、Ｂ₃社長らが退任し、後任にＢ₁社長らが就任し、経営体(３)

制を一新した。

２４年７月３０日付けで、組合は、Ｅと連名により、会社に対し、本件就(８)

労契約の契約期間満了後における雇用に係る労働条件について、個人面談で

Ｆ組合員に提示する前に組合及びＥに書面で提示することを要求し、その提

示内容に関して団体交渉を行うよう書面で申し入れた（第７回団体交渉申入

れ 。）

２４年８月２日付けで、会社は、組合及びＥに対し、同年７月３０日付け(９)

申入れに関して、本件就労契約の契約期間満了後における雇用に係る労働条

件について、個人面談でＦ組合員に提示するので組合及びＥに提示すること

には応じられない旨を書面で回答した。

２４年８月３日午後６時から午後７時１５分まで、食堂において、会社か(10)

らＢ₈弁護士１名が、組合からＡ₄書記次長、Ａ₇議長、Ａ₅顧問、Ａ₂委員長、

Ａ₁副委員長及びＡ₆書記長を含む１０名がそれぞれ出席して、第６回団交が

行われた。

冒頭、Ｂ₈弁護士は、Ｂ₁社長は都合により欠席しているが、第７回団交に
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は出席できるよう日程調整したい旨述べた。

組合は、同月２日付け回答について、組合及びＥの団体交渉権を否定する

ものである旨主張し、これに対し、Ｂ₈弁護士は、①個々のＦ組合員の労働条

件を事前に団体交渉で組合に提示しないことは、組合及びＥの団体交渉権を

否定するものではない旨、②個人面談においては、賃金等労働条件について

個別に提示して説明するのみであり、交渉の場ではないので、会社は、その

場でＦ組合員が提示内容を承諾しないことを理由に、Ｆ組合員の雇用を拒否

するものではなく、提示内容に問題があり、組合及びＥから団体交渉の申入

れがあればこれに応じる旨、③個人面談は同月上旬に行い、同月中に雇用契

約を締結したい意向である旨回答した。

なお、組合は、同月６日付けで、Ｅと連名により、会社に対し、Ｂ₈弁護士

の上記②の回答に関して、Ｆ組合員の労働条件について「精力的に交渉を行

うこと」が確認されたとして、同確認に基づき誠意を持って対応するよう書

面で申し入れた。

２４年８月６日ないし同月１０日の間、会社は、Ｂ₁社長、Ｂ₂取締役及び(11)

Ｂ₈弁護士が前記３ の約３０名に対して個人面談を行い、本件就労契約の契(１)

約期間満了後における雇用に係る労働条件を書面で提示した。

その際、会社は、Ｄ在籍時の基本給（月額。以下同じ ）が３３万３２００。

円であったＡ₆書記長（上記個人面談当時５４歳）に対して基本給２７万６０

００円を提示し、Ｄ在籍時の基本給がＡ₆書記長より低額の３１万１０００円

であった非Ｆ組合員のＢ₉某（上記個人面談当時５３歳 ）に対して、Ａ₆書。

記長より高額の基本給２９万２０００円を提示した。

、 、(12) ２４年８月２２日午後５時３０分から午後６時２０分まで 食堂において

会社からＢ₁社長、Ｂ₂取締役、Ｂ₅取締役及びＢ₈弁護士の４名が、組合から

Ａ₄書記次長、Ａ₇議長、Ａ₅顧問、Ａ₂委員長、Ａ₁副委員長及びＡ₆書記長を

含む１０名がそれぞれ出席して、第７回団交が行われた。
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席上、組合は、前記 のとおりＡ₆書記長とＢ₉の各基本給提示額がＤ在籍(11)

。 、 、時の基本給額と比べて逆転していることを問い質した これに対し 会社は

①Ｂ₉の基本給額は誤って高い金額を提示したものであり、いったん提示した

以上はこれを是正できないこと、②Ａ₆書記長の基本給提示額は同人に対する

勤務評価に基づくものであることを回答した。

この交渉の終わりに際し、組合は、会社に対し、Ａ₆書記長の基本給提示額

について、同月２８日開催予定の第８回団交までに是正するよう要求した。

２４年８月２４日、会社は、Ａ₆書記長に対し、Ｂ₉の提示額より高額に是(13)

正した基本給額を書面で提示した。

、 、(14) ２４年８月２８日午後５時３０分から午後６時２０分まで 食堂において

会社からＢ₂取締役、Ｂ₅取締役及びＢ₈弁護士の３名が、組合からＡ₄書記次

長、Ａ₇議長、Ａ₅顧問、Ａ₂委員長、Ａ₁副委員長及びＡ₆書記長を含む１０

名がそれぞれ出席して、第８回団交が行われた。

席上、組合は、会社が第８回団交を待たずに、前記 のとおりＡ₆書記長に(13)

対して個別に労働条件を提示したことに抗議した。これに対し、会社は、①

これまでの団体交渉で述べたとおり、個々人の労働条件は個別に提示すると

いう考えから、第７回団交における組合の是正要求を踏まえ検討した結果と

して、Ａ₆書記長に基本給是正額を提示したものであること、②同年９月１日

からの雇用に係る労働条件であるため、できる限り早期に提示する必要があ

ったこと、③Ａ₆書記長の上記基本給是正額について、組合及びＥから団体交

渉の申入れがあればこれに応じることを回答した。

その後、会社の上記回答に関して、要旨次のとおりやり取りがあった。

「 、 、Ａ₄書記次長；Ｆ組合員である個別の従業員は 組合の了解を得ているので

交渉の場で要求できます。個別にやると違法行為です。

Ｂ₈弁護士；そんなことはないです。

Ａ₄書記次長；そんなことはないというのではなく、きちんと勉強したほう
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がいい、組合は、Ｆ組合員である個別の従業員の了解を得ているの

で、個別でやると違法行為です。

Ｂ₈弁護士；そんなことはないです。

Ｂ₂取締役；微妙な問題。法律はないほうがよい。

Ａ₅顧問；そうじゃない。スポーツをやるにもルールや規範がある。それに

基づいてやりましょう 」。

２４年８月３１日をもって、本件就労契約は終了し、会社は、同年９月１(15)

日付けで、前記３ の約３０名との間で雇用契約を締結して、同人らを月給(１)

制の正規従業員として雇い入れた。

２４年９月１９日付けで、組合は、Ｅと連名により、会社に対し、本件事(16)

前協議・同意制度に係る協定を締結し、重要な経営施策について、労使の共

通の理解と合意に基づき協力して実行できる体制を創設すること等に関して

団体交渉を行うよう書面で申し入れた（第８回団体交渉申入れ 。）

２４年１０月３日付けで、会社は、Ｆに対し、同年９月１９日付け申入れ(17)

、 、に関して 本件事前協議・同意制度に係る協定の締結には応じられないこと

経営施策について、労使の共通理解が望ましい点は否定しないものの、あく

まで経営の専権事項と考えるため、労使合意に基づく実行体制の創設には応

じられないこと等を書面で回答した。

２４年１０月３日午後０時３０分から午後１時まで、食堂において、会社(18)

からＢ₂取締役及びＢ₅取締役の２名が、組合からＡ₁委員長、Ａ₈Ｆ副執行委

員長（Ａ₁副委員長の後任。以下「Ａ₈副委員長」という ）及びＡ₆書記長を。

含む７名がそれぞれ出席して、第９回団交が行われた。

席上、会社は、経営施策について、労使合意に基づく実行体制の創設には

応じられないこと等を回答した。また、会社は、組合は経営を担うことがで

きるのかと問うと、組合は、経営は会社役員が担うべきである旨答えた。

２４年１０月２４日付けで、組合は、Ｅと連名により、会社に対し、①２(19)
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４年度年末一時金について、基本給３か月分相当額（Ｆ組合員平均７３万８

００円）を支給すること、②退職金制度の創設、③５月１日のメーデーを有

給の休日とすること等に関して団体交渉を行うよう書面で申し入れた（第９

回団体交渉申入れ 。）

２４年１１月６日付けで、会社は、組合及びＥに対し、同年１０月２４付(20)

け申入れに関して、①２４年度年末一時金の支給は困難であり、予定してい

ないこと、②退職金制度の創設については将来の課題とすること、③メーデ

ーの有給休日化は認められないこと等を書面で回答した。

２４年１１月６日午後０時２０分から午後１時まで、食堂において、会社(21)

からＢ₁社長、Ｂ₂取締役、Ｂ₅取締役及びＢ₈弁護士の４名が、組合からＡ₇

議長、Ａ₁委員長、Ａ₈副委員長及びＡ₆書記長を含む８名がそれぞれ出席し

て、第１０回団交が行われた。

席上、会社は、会社の経営状況が赤字のため、２４年度年末一時金の支給

は困難であり、予定していないこと等を回答した。

これに対し、組合は、会社の経営状況は理解しているとした上で、以前に

行われた団体交渉の席で、会社は、上記一時金はゼロではないと言っていた

旨問うと、Ｂ₁社長は、Ｋに資金援助を依頼する旨など述べた。

２４年１１月３０日、Ｂ₁社長は、Ａ₁委員長に対し、２４年度年末一時金(22)

の会社回答はゼロであるが、Ｋから資金を借り入れて、同年１２月７日に従

業員に何らかの金員を支給できる見込みである旨述べた。

これに対し、Ａ₁委員長は、その金員の名目を明らかにするよう求めたが、

Ｂ₁社長は何も答えなかった。

２４年１２月３日付けで、組合は、Ｅと連名により、会社に対し、①２４(23)

年度年末一時金について、有額回答すること、②同月７日支給予定の名目不

明の金員の性格と金額を明らかにし、一方的に支給しないことに関して団体

交渉を行うよう書面で申し入れた（第１０回団体交渉申入れ 。）
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２４年１２月４日付けで、会社は、組合及びＥに対し、同月３日付け申入(24)

れに関して 「今後、当社に対する申入れ、要求等については、Ｙにおける労、

働組合として行うよう求める。また、今後は当社としてＦとしての申入れに

、 。」対しては回答義務のないものとし 回答をしない場合のあることを付言する

（２４．１２．４回答）とした上で、①現時点においても会社の経営状況は

改善していないため、２４年度年末一時金の支給は困難であること、②同月

７日支給予定の金員については、Ｋから本件事業譲渡に関して会社従業員の

功労と協力に対して謝礼金を支給したい旨の提案があったため、会社も同提

案に賛同し、協力する旨願い出て、Ｋから原資を借り入れて支給するもので

あること、③上記金員の趣旨は、Ｋからの会社従業員に対する謝礼金である

ため、上記金員の個別の金額の開示は差し控えたいこと、④就業時間後であ

る午後５時３０分からであれば、同月５日に団体交渉に応じることを書面で

回答した。

これに対し、組合は、就業時間内の団体交渉の開催を求めたこと等から、

同月３日付け申入れに係る団体交渉は後記 の第１１回団交まで開催されな(2７)

かった。

２４年１２月７日、会社は、Ｋからの借入金を原資として、Ｆ組合員を含(25)

む全従業員に謝礼金名目の金員を支給した。

２４年１２月１４日、組合は、争点２に係る本件救済申立てを追加した。(26)

、 、(27) ２５年２月１２日午後５時３０分から午後６時５５分まで 食堂において

会社からＢ₁社長、Ｂ₂取締役、Ｂ₅取締役及びＢ₈弁護士を含む５名が、組合

からＡ₄書記次長、Ａ₁委員長、Ａ₈副委員長及びＡ₆書記長を含む１１名がそ

れぞれ出席して、第１１回団交が行われた。

席上、組合は、会社が組合と協議することなく、一方的に、２４年１２月

７日、Ｆ組合員を含む全従業員に対して、Ｋからの借入金を原資として、謝

礼金名目の金員を支給したことは、組合を軽視するものである旨指摘した。
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これに対し、Ｂ₁社長及びＢ₈弁護士は、当時、２４年度年末一時金を支給

できるような会社の経営状況ではないが、本件事業譲渡に関して協力しても

らった従業員への感謝の気持ちで、Ｋから原資を借り入れて金員を支給した

にもかかわらず、本件救済申立事件（争点２の一部）が申し立てられるに至

った旨述べた。

これに対し、組合は、今後、一方的に支給することは改めてほしいなどと

述べた。

５ 争点３（Ａ₁副委員長に対する２４．８．２Ｂ₁社長発言）ないし争点７（本

件初審審問におけるＢ₂取締役証言）に係る経緯（Ａ₂委員長らＦ組合員３名に

対する２４．８．２Ｂ₂取締役発言に係る経緯を含む ）。

２４年８月２日、Ｂ₁社長及びＢ₂取締役がＡ₂委員長と面談し、同年９月１(１)

日付けで品質管理グループが新設されることを説明した上で、管理職である

品質保証チームリーダーへの就任を打診した。その際、Ｂ₂取締役は、管理職

に就任する場合にはＥを脱退してほしい旨述べた（Ａ₂委員長に対する２４．

８．２Ｂ₂取締役発言 。）

これに対し、Ａ₂委員長は、品質保証チームリーダーへの就任を承諾した上

で、本件救済申立事件（争点１）が解決するまでＦ執行委員長として組合活

動を続けたい旨申し出たところ、Ｂ₁社長は上記申出を了承する旨述べた。

その後、Ａ₂委員長は、Ｆ執行委員長に留まったまま、同日付けで品質保証

チームリーダーに就任した。

２４年８月２日、Ｂ₁社長及びＢ₂取締役がＡ₁副委員長と面談し、同年９月(２)

１日付けで品質管理グループが新設されることを説明した上で、管理職であ

る品質管理チームリーダーへの就任を打診した。その際、Ｂ₂取締役は、管理

（ ． ．職に就任する場合にはＥを脱退してほしい旨 Ａ₁副委員長に対する２４ ８

２Ｂ₂取締役発言 、Ａ₂委員長は品質保証チームリーダーへの就任を承諾し）
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た旨述べた。

これに対し、Ａ₁副委員長は、同人がＡ₂委員長と同時にＥを脱退すれば、

ＥからＦ執行委員長を送り込まれるようなことも考えられるから、自身はＦ

を守るため、ひいては会社のため、Ａ₂委員長の後任としてＦ執行委員長にな

る旨述べて、品質管理チームリーダーへの就任を辞退した。Ｂ₁社長は、そう

いうことであれば、それは仕方ない旨述べ、面談は終了した。

２４年８月２日、Ｂ₁社長及びＢ₂取締役がＡ₃組合員と面談し、管理職であ(３)

る工程チームリーダーへの就任を打診した。その際、Ｂ₂取締役は、管理職に

（ ． ．就任する場合にはＥを脱退してほしい旨述べた Ａ₃組合員に対する２４ ８

２Ｂ₂取締役発言 。）

これに対し、Ａ₃組合員は、工程チームリーダーへの就任を承諾した。

その後、Ａ₃組合員は、支部組合員に留まったまま、同年９月１日付けで工

程チームリーダーに就任した。

２４年８月６日、前記４ の個人面談の際、Ｂ₂取締役は、Ａ₂委員長に対(４) (11)

し、Ｆ執行委員長に留まったまま管理職になるのは大変であろうがよろしく

頼む旨述べた。

２４年８月１８日、本件救済申立事件（争点１）に関して、組合の対策会(５)

議が行われた。

席上、Ａ₄書記次長は、Ａ₂委員長に対して、管理職に就任した後は、Ｅを

脱退する必要はないが、Ｆ執行委員長を辞任してはどうか打診したところ、

Ａ₂委員長は、上記紛争が解決するまでＦ執行委員長の任務を全うしたい旨答

えた。

、 、 、 、(６) (14)２４年８月２８日 前記４ のとおり 第８回団交において Ｂ₂取締役は

法律はないほうがよいと発言した（２４．８．２８Ｂ₂取締役発言 。）

２４年９月１１日、食堂において、Ｆ執行部のほかＡ₇議長らが出席して、(７)

「２０１２年秋闘要求」に関してＦ執行委員会が行われた。
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冒頭、Ａ₇議長は、Ａ₂委員長に対して、これから本件事件について、都労

委の審問で会社と対峙することになるかも知れないのに、中途半端な気持ち

でＦ執行委員長をしてもらっては困る旨述べた上で、退席するよう二度にわ

たり求めた。この間、Ａ₂委員長の退席について、Ｆ執行部から異議等は出な

かったことから、Ａ₂委員長は退席を余儀なくされた。

２４年９月１３日午前、Ｆ執行部のほかＡ₄書記次長らが出席して 「２０(８) 、

１２年秋闘要求」に関してＦ執行委員会が行われた。

席上、Ａ₄書記次長は、Ａ₂委員長に対し、Ｆ執行委員長を辞任するよう求

めた。

２４年９月１３日午後、Ｆ組合員のほかＡ₄書記次長らが出席して、Ｆ全体(９)

会議が行われた。

席上、Ａ₂委員長は、前記 のとおり、同月１１日のＦ執行委員会で、Ａ₇(７)

議長から退席を求められ、その際、Ｆ執行部から何ら庇ってもらえず、退席

を余儀なくされたことのほか、前記 の同月１３日午前のＦ執行委員会で、(８)

Ａ₄書記次長からＥを脱退するよう言われたなどと、声を荒げて話した。この

話を聞いたＡ₃組合員及びＡ₉Ｆ組合員は、Ｆ執行部やＧに対し、Ａ₂委員長

がＦ執行委員会の場から出て行けと言われたのにＦ執行部はなぜ黙っていた

、 、 。のか Ｅを脱退しろなんて何だなどと大声で話し出し 会場は騒然となった

このような中で、Ａ₄書記次長は、Ａ₂委員長に対してＦ執行委員長を辞任す

るよう求めたが、Ｅを脱退するよう発言したことはない旨弁明した。

同月１３日午後、上記Ｆ全体会議の後、Ｆ執行部のほかＡ₄書記次長らが出

席して、Ｆ執行委員会が行われ、席上、Ａ₂委員長は、Ｆ執行委員長を辞任す

ることに同意した。

２４年９月１４日午後、Ｆ全体会議が行われた。(10)

冒頭、Ａ₂委員長は、Ｆ執行委員長を辞任し、Ｅには留まる旨述べた。これ

を受けて、新役員選挙が行われ、Ａ₁委員長、Ａ₈副委員長、Ａ₆書記長（再
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任）らが選出された。

２４年９月２４日、Ｂ₂取締役は、前記４ のとおり会社が同月１日付けで(11) (15)

約３０名を正規従業員として雇い入れたことから、Ｆ部に依頼してＦ組合員

名簿（会社従業員１４名記載）の提供を受け確認したところ、Ａ₂前委員長の

名前が記載されていた。Ｂ₂取締役は、同月１１日のＦ執行委員会の様子を伝

え聞いていたので、Ａ₂前委員長に対し、組合の会議の場から退席させられた

、 、と聞いたけれども まだＦ組合員名簿に名前が載っているねと声を掛けると

Ａ₂前委員長は苦笑いした。

同日、Ａ₂前委員長及びＡ₃組合員は、Ｅを脱退し、その後遅くとも２５年

７月２９日までに、少なくとも４名のＦ組合員がＥを脱退した。

２４年１２月１４日、組合は、争点３ないし争点６に係る本件救済申立て(12)

を追加した。

２５年８月５日、本件初審第２回審問において、Ｂ₂取締役は、嘘偽りを述(13)

べない旨の宣誓及び署名押印を行った上で、反対尋問で、要旨次のとおり証

言した（２５．８．５Ｂ₂取締役証言 。）

「Ａ₁₀組合代理人弁護士（以下「Ａ₁₀弁護士」という ；管理職の関係で伺。）

います。チームリーダーは管理職ですが、管理職になるにはＥを脱退

してもらうということを面談で話しましたか。

Ｂ₂取締役；はい。

Ａ₁₀弁護士；そうしますと、会社ではＥの組合員でいる以上、管理職には

なれないですね。

Ｂ₂取締役；はい、基本的にそうです。

Ａ₁₀弁護士；はい、分かりました 」。

２５年１２月１３日、組合は、争点７に係る本件救済申立てを追加した。(14)

第４ 当委員会の判断
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１ 争点１（会社が２４．２．２４等団交申入れに応じなかったことの労組法第

７条第２号該当性）

組合は、①本件就労契約に係るＦ組合員の労働条件又は本件協定案の締結(１)

に関する２４．２．２４等団交申入れに対して、当時のＢ₃社長が自身は何も

知らないので交渉はＤと行ってほしいなどと口頭で述べて、会社は、正当な

理由なく、上記申入れを全て拒否した旨、②本件初審命令が、会社が２４．

２．２４等団交申入れに応じなかったことは不当労働行為に当たるものの、

救済措置を講じる必要性は認められないとして、この点に関する組合の救済

申立てを棄却したことについて、２４．２．２４等団交申入れに応じなかっ

たことはその後の労使関係に大きな影響を与えていることから、救済措置を

講じるべきである旨主張する。

これに対し、会社は、①２４．２．２４等団交申入れに応じなかったこと

は、当時、本件事業譲渡や支援企業による支援確保の必要性など問題が山積

する中、意思決定権限の所在も確立されていなかったという会社運営上の混

乱に起因するものであり、組合の排除等を意図したものではなく、正当な理

由がある旨、②仮にそうでないとしても、上記会社運営上の混乱が収束へ向

かった以降、会社は、２４．６．４等団交申入れに係る団体交渉に関して誠

実に対応していること等から、救済措置を講じる必要性はない旨主張する。

前記第３の３ 、 及び のとおり、組合は、２４年２月２４日付けで会(２) (３) (４) (６)

社に対し、同年３月２日付けで会社及びＤに対し、同月１３日付けで会社及

びＤに対し、①本件就労契約に係るＦ組合員の労働条件又は②本件協定案の

締結に関して、２４．２．２４等団交申入れを行った。そして、本件協定案

は、 本件事前協議・同意制度、 本件就労契約の契約期間はＤの破産に伴(ⅰ) (ⅱ)

う残務処理完了までとし、同契約期間満了後においては、Ｆ組合員を正規従

業員として雇用すること、 本件就労契約において、休日は土曜日、日曜日(ⅲ)

、 、 。及び祝日とし 祝日は有給とし 賃金は月給制とすることを内容としていた
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、 、 、 、 、 、同３ 及び のとおり Ｄは ２４年３月７日の第１回団交(３) ５ (７) (８) (10)（ ）

同月２２日の第２回団交に出席したが、Ｂ₃社長は、同年２月２４日付け申入

れに対して、同日、上記申入れについてはＢ₄社長及びＢ₆弁護士が担当し、

自身は何も知らないので交渉はＤと行ってほしい旨を口頭で回答し、同年３

月２日付け及び同月１３日付け各申入れに対しては、会社は何ら返答せず、

上記２回の団体交渉を欠席し、その後も、同月２８日付け申入れに対して、

同年４月１０日、Ｂ₃社長が一切知らない旨を口頭で回答するのみで、会社は

２４．２．２４等団交申入れに応じなかった。

前記第３の３ のとおり、２４年２月２２日以降、会社とＦ組合員との間(３) (１)

に雇用関係が成立していたものであるところ、前記 の①及び②の団体交渉(２)

議題が義務的団体交渉事項であることは明らかである。そうすると、会社に

団体交渉応諾義務があったというべきである。この点について、会社は、会

社運営上の混乱が存在していたことを挙げて、団体交渉を拒否する正当な理

由があったとするが、本件就労契約に係るＦ組合員の賃金等労働条件や、そ

の契約期間満了後の雇用継続等は、Ｆ組合員の重大な労働条件に関する緊急

性のある議題であるから、会社運営上の混乱を理由に団体交渉を拒否するこ

とを正当化することはできないというべきである。

したがって、会社が２４．２．２４等団交申入れに応じなかったことは、

正当な理由のない団体交渉拒否に当たる。

しかしながら、２４．２．２４等団交申入れに係る前記 の議題のうち、(４) (２)

本件事前協議・同意制度に係る協定の締結（②の ）を除く部分（①並びに(ⅰ)

②の 及び ）は、本件就労契約におけるＦ組合員の労働条件及びその契約(ⅱ) (ⅲ)

(1期間満了後の雇用継続を内容とするものと認められるところ、前記第３の４

のとおり、会社が２４年９月１日付けでＦ組合員との間で雇用契約を締結し5)

て、Ｆ組合員を正規従業員として雇い入れたことにより、上記部分に関して

(１) (27)団体交渉を行う必要性は消失したものと認められる。また、同４ ないし
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（ 、 及び を除く ）のとおり、会社は、組合の同年６月４日付け団体交(７) (15) (26) 。

渉の申入れ以降、①本件協定案の締結、②本件就労契約の契約期間満了後に

おけるＦ組合員の雇用に係る労働条件又は③２４年度年末一時金等に関する

２４．６．４等団交申入れの全てに応じて、同月１３日の第３回団交ないし

、 、 、 ．２５年２月１２日の第１１回団交を開催し しかも 後記２のとおり ２４

６．４等団交申入れに係る団体交渉に関する対応について不誠実であると評

価すべき点は認められないことからすれば、現時点において、本件事前協議

・同意制度に係る協定の締結に関して誠実に交渉がなされたということがで

き、重ねて団体交渉を行うべき事情は認められない。

また、同４ のとおり、会社は、２４年７月３０日、Ｂ₃社長らが退任し、(７)

後任に親会社出身のＢ₁社長らが就任し、経営体制が一新されたことにより、

、 、会社運営上の混乱はなくなったものとうかがえる上 前記第１の３のとおり

会社は、２６年９月３日、組合に対し、不当労働行為を繰り返さない旨の文

書を交付し、本件初審命令を履行したという事情をも併せて考慮すると、今

後、会社は、組合の団体交渉の申入れに対して、正当な理由なく、団体交渉

を拒否するおそれがあるとまでいうことはできない。

したがって、会社が２４．２．２４等団交申入れに応じなかったことは正

当な理由のない団体交渉拒否に当たるものの、その後、救済利益は失われた

というべきであるから、２４．２．２４等団交申入れに応じなかったことに

係る救済申立てを棄却することが相当である。

２ 争点２（２４．６．４等団交申入れに係る団体交渉に関する会社の対応の労

組法第７条第２号該当性）

ア 組合は、会社が、２４年６月１２日付け書面や団体交渉において、本件(１)

事前協議・同意制度に係る協定の締結に応じられない旨回答したことは、

組合と会社との労使関係を否定するものであり、不誠実な対応である旨主

張し、これに対し、会社は、組合の上記主張は、上記協定の締結に応じら
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れないという会社の対応について、組合の意向に沿わないという不満を述

べるものにすぎず、会社の対応が不誠実であるとの根拠とはならない旨主

張する。

イ 前記第３の４ 、 及び ないし のとおり、団体交渉の経緯は次のと(２) (３) (16) (18)

おりである。

会社は、本件事前協議・同意制度に係る協定の締結についての２４年６

月４日付けの要求や、重要な経営施策について労使の共通の理解と合意に

基づき協力して実行できる体制の創設に関する同年９月１９日付けの要求

に対して、同年６月１２日付け及び同年１０月３日付け各書面や、第３回

団交及び第９回団交において、法律上必要とされる限りで労働条件の決定

・変更の事前協議に応じるほかは本件事前協議・同意制度には応じられな

いし、上記労使合意に基づく実行体制の創設の要求にも応じられないと回

答した。しかしながら、会社は、組合に対し、上記同年６月１２日付け書

面において、労働条件の決定・変更及び解雇は法律上定められた手続に則

って行うこと、事業所統廃合は経営上の必要性等に鑑みて迅速に行うこと

等、組合の本件事前協議・同意制度に係る協定の締結要求に応じられない

とする理由を明らかにし、また、上記同年１０月３日付け書面において、

経営施策について、労使の共通理解が望ましい点は否定しないとして、組

、合の上記労使合意に基づく実行体制の創設の要求に一定の理解を示しつつ

あくまで経営の専権事項と考えるとの会社の見解を明らかにして、理解を

求めていた。これに対し、組合は、第３回団交、第９回団交等において、

会社の組合の要求には応じられないとする上記理由や上記見解に対して、

何ら根拠を示して反論等を行うこともなく、一貫して、労働条件の変更は

組合と協議して実施すべきであると主張して、繰り返し本件事前協議・同

意制度に係る協定の締結や、上記労使合意に基づく実行体制の創設を要求

するばかりであり、交渉は歩み寄ることなく、平行線をたどった。
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会社は、組合の本件事前協議・同意制度に係る協定の締結要求を受け入

れ、あるいは、譲歩する義務まで負うものではないところ、上記経緯に照

らすと、組合に対して、同要求に応じられないとする理由や見解を十分説

明し、理解を求めていたのであり、合意には至らなかったものの協議は尽

くされたと認められる。また、こうした会社の対応が、労使関係を否定す

る趣旨でなされたものと認めることはできない。

したがって、会社が、組合からなされた本件事前協議・同意制度に係る

協定の締結要求に応じなかったことをもって、不誠実な対応であると評価

することはできず、組合の前記アの主張は採用できない。

ア 組合は、会社が、２４年８月２日付け書面や団体交渉の席上において、(２)

本件就労契約の契約期間満了後における雇用に係る労働条件について、個

人面談でＦ組合員に提示するので組合に提示することには応じられない旨

回答し、個人面談でＦ組合員に上記労働条件を提示したことは、組合の団

体交渉権を否定するものであり、不誠実な対応である旨主張し、これに対

し、会社は、Ｆ組合員の労働条件については、個人の問題である上、提示

内容に関して団体交渉の申入れがあればこれに応じる旨回答していたので

あるから、会社の対応は不誠実とはいえない旨主張する。

イ 前記第３の４ 、 、 及び ないし のとおり、会社は、２４年６月(３) (５) (６) (８) (10)

１３日の第３回団交以降、Ｆ組合員の労働条件の変更は個々人の問題であ

るから、個別に労働条件を提示した上で、組合から団体交渉の申入れがあ

ればこれに応じるとの一貫した姿勢を示していたところ、同年７月３０日

付けで組合からなされた本件就労契約の契約期間満了後における雇用に係

る労働条件について、個人面談でＦ組合員に提示する前に組合に書面で提

示することの要求に対しても、個人面談でＦ組合員に提示するので組合に

、提示することには応じられない旨を同年８月２日付け書面で回答した上で

翌日の第６回団交において、①Ｆ組合員の労働条件を事前に団体交渉で組
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合に提示しないことは、組合が主張するように、組合の団体交渉権を否定

するものではない旨、②個人面談においては、賃金等労働条件について個

別に提示して説明するのみであり、交渉の場ではないので、会社は、その

場でＦ組合員が提示内容を承諾しないことを理由に、Ｆ組合員の雇用を拒

否するものではなく、提示内容に問題があり、組合から団体交渉の申入れ

があればこれに応じる旨回答した。

本件事前協議・同意制度に係る協定は締結されておらず、会社は、本件

就労契約の契約期間満了後における雇用に係る労働条件について、個人面

談でＦ組合員に提示する前に組合に提示しなければならない義務はないと

ころ、上記経緯に照らすと、会社は、本件就労契約の契約期間満了後にお

ける雇用に係る労働条件について組合に事前提示はしていないものの、Ｆ

組合員の上記労働条件について、組合との団体交渉を拒否する姿勢をとっ

ていたと認めることはできない。

しかも、同４ のとおり、その後、組合は、会社に対し、個人面談での(10)

提示前に組合に書面で提示することを再度要求してはおらず、かえって、

同月６日付けで、上記②の回答に関して 「精力的に交渉を行うこと」が確、

認されたとして、同確認に基づき誠意を持って対応するよう申し入れ、提

示内容に問題があれば団体交渉で協議することとしていたのであるから、

組合としても、当時、会社の対応につき問題視していたものとは認められ

ない。

したがって、会社が、本件就労契約の契約期間満了後における雇用に係

る労働条件について、個人面談でＦ組合員に提示するので組合に提示する

ことには応じられない旨回答し、個人面談でＦ組合員に提示したことをも

って、不誠実な対応であると評価することはできず、組合の前記アの主張

は採用できない。

ア 組合は、Ａ₆書記長の基本給提示額の是正を要求し、２４年８月２８日開(３)
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催予定の第８回団交において回答するよう求めていたにもかかわらず、会

社が同月２４日、基本給是正額を同人に直接提示したことは、組合の団体

、 、交渉権を否定するものであって不誠実な対応である旨主張し これに対し

会社は、同人の基本給是正額について、第８回団交において組合に提示す

ることを確約した事実はない上、第８回団交において、提示内容に関して

団体交渉の申入れがあればこれに応じる旨回答していたのであるから、会

社の対応は不誠実とはいえない旨主張する。

イ 会社と組合との間で、会社がＡ₆書記長の基本給是正額を２４年８月２８

日開催予定の第８回団交において回答するとの合意があったと認めるに足

りる証拠はない上、前記第３の４ ないし のとおり、組合は、同月２２(11) (14)

日の第７回団交において、会社に対し、第８回団交までに同人の基本給提

示額を是正するよう要求していたものであり、同人の基本給是正額を第８

回団交において回答するよう求めていたものではないから、組合の前記ア

の主張は、その前提を欠く。

ウ また、会社は、雇用契約の始期が２４年９月１日と差し迫っていたこと

も踏まえ、組合の前記イの要求を検討した結果として、同年８月２４日、

Ａ₆書記長の基本給是正額を同人に直接提示したというものであり、会社の

上記対応は、組合の前記イの要求に応じたにすぎないものということがで

きる。

加えて、本件において、会社には、Ａ₆書記長の基本給是正額を同人に提

示する前に組合に提示する義務はないところ、前記第３の４ のとおり、(14)

会社は、第８回団交において、組合に対し、できる限り早期に提示する必

要があったという事情を説明した上で、上記基本給是正額について組合か

ら団体交渉の申入れがあればこれに応じることを回答していたのであるか

ら、会社は、Ａ₆書記長の基本給提示額の是正に関して、組合との団体交渉

を拒否する姿勢をとっていたとも認められない。
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エ 前記イ及びウに鑑みると、会社がＡ₆書記長の基本給是正額を同人に直接

提示したことをもって、不誠実な対応であると評価することはできず、組

合の前記アの主張は採用できない。

ア 組合は、会社が、２４年１１月６日付け書面や団体交渉において、２４(４)

年度年末一時金の支給は困難であり、予定していない旨回答していたにも

かかわらず、同年１２月７日、Ｆ組合員を含む全従業員に対して、親会社

からの借入金を原資として謝礼金名目の金員を支給したことは、組合の団

体交渉権を否定するものであり、不誠実な対応である旨主張し、これに対

し、会社は、親会社から資金の提供があり、上記金員を支給したものであ

、 、り 支給することに関して団体交渉に応じる旨回答していたのであるから

会社の対応は不誠実とはいえない旨主張する。

イ 前記第３の４ ないし のとおり、会社は、２４年１０月２４日付けで(19) (21)

組合からなされた基本給３か月分相当額の２４年度年末一時金の要求に対

し、同年１１月６日付け書面や同日の第１０回団交において、会社の経営

状況が赤字のため同年度年末一時金の支給は困難であり、予定していない

旨を回答した。

、 、同４ ないし 及び の経緯に照らすと 上記回答後の同年１２月７日(21) (25) (27)

会社が親会社からの借入金を原資として、Ｆ組合員を含む全従業員に対し

て謝礼金名目の金員を支給するに至ったのは、組合の上記要求に対し、い

、 、ったんは同年度年末一時金の支給は困難である旨回答したものの その後

親会社に資金援助を依頼し、原資を得る努力をした結果であることが認め

られる。

ウ 前記イの経緯に加え、前記第３の４ のとおり、会社は、２４年１２月(24)

４日付けで、組合に対し、同月７日に金員を支給することについて、親会

社から本件事業譲渡に関して会社従業員の功労と協力に対して謝礼金を支

、給したい旨の提案があったことなど上記金員支給の趣旨等を説明した上で
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就業時間後であれば団体交渉に応じることを書面で回答していたのである

から、組合の前記イの要求に関する一連の会社の対応について、組合との

団体交渉を軽視したり、ないがしろにしようとしたものであるということ

はできない。なお、同 及び のとおり、この点についての団体交渉は、(24) (25)

組合が就業時間内の開催を主張したことから直ちには開催されず、Ｆ組合

員は謝礼金名目の金員を受領したが、このことにより上記判断が左右され

るものではない。

エ 前記イ及びウから、会社が組合に対し、２４年度年末一時金の支給は困

難であり、予定していないことを回答したものの、その後、親会社からの

借入金を原資として、Ｆ組合員に対して謝礼金名目の金員を支給したこと

をもって、不誠実な対応であると評価することはできず、組合の前記アの

主張は採用できない。

以上のとおりであるから、２４．６．４等団交申入れに係る団体交渉に関(５)

する会社の対応は、労組法第７条第２号の不当労働行為に当たらない。

３ 争点３（Ａ₁副委員長に対する２４．８．２Ｂ₁社長発言の労組法第７条第３

号該当性）

組合は、Ａ₁副委員長に対する２４．８．２Ｂ₂取締役発言の際、同席して(１)

いたＢ₁社長は、Ａ₁副委員長に対し、Ｂ₂取締役と共同して、Ｅからの脱退

を推し進めたのであり、Ａ₁副委員長が「リーダー職を受けた場合は、組合を

脱退しなくてはならないか 」と尋ねたところ、Ｂ₂取締役は 「そうです 」。 、 。

と明確に答え、Ｂ₁社長も「お願いします 」と言って、管理職である品質管。

理チームリーダーの就任及びＥからの脱退を強く求めたと主張し、これに対

し、会社は、２４．８．２Ｂ₂取締役発言の際、Ｂ₁社長が同席していたこと

は認めるが、Ｂ₁社長がＡ₁副委員長に対し、上記発言をした事実はないと主

張する。

前記第３の５ のとおり、Ａ₁副委員長に対する２４．８．２Ｂ₂取締役発(２) (２)
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言の際、Ａ₁副委員長は、同人がＡ₂委員長と同時にＥを脱退すれば、Ｅから

Ｆ執行委員長を送り込まれるようなことも考えられるから、自身はＦを守る

ため、ひいては会社のため、Ａ₂委員長の後任としてＦ執行委員長になる旨述

、 、 、べて 管理職である品質管理チームリーダーへの就任を辞退し これに対し

同席していたＢ₁社長が、そういうことであれば、それは仕方ない旨述べたこ

、 、とは認められるが 本件再審査において提出された証拠を含めて検討しても

Ｂ₁社長が組合主張の前記 の発言をしたと認めるに足りる証拠はない。よっ(１)

て、労組法第７条第３号の不当労働行為は成立しない。

４ 争点４（Ａ₂委員長に対する２４．８．６Ｂ₁社長発言の労組法第７条第３号

該当性）

、 、 、(１) 組合は 会社が２４年８月６日にＡ₂委員長と個人面談した際 Ｂ₁社長は

Ａ₂委員長に対し、管理職はＥを脱退してもらう旨発言したと主張し、これに

対し、会社は、上記個人面談の際、Ｂ₁社長が同席していたことは認めるが、

Ｂ₁社長がＡ₂委員長に対し、上記発言をした事実はないと主張する。

前記第３の５ 及び のとおり、Ａ₂委員長に対する２４．８．２Ｂ₂取締(２) (１) (４)

役発言の際、同席していたＢ₁社長は、本件救済申立事件（争点１）が解決す

るまでＦ執行委員長として組合活動を続けたい旨のＡ₂委員長の申出を了承

し、その後、Ｆ執行委員長に留まったまま管理職に就任して構わないとのＢ₁

社長の意向を踏まえ、Ｂ₂取締役は、２４年８月６日の個人面談において、Ａ

₂委員長に対し、Ｆ執行委員長に留まったまま管理職になるのは大変であろう

。 、 、 、がよろしく頼む旨述べたものである 他方で 上記個人面談の際 Ｂ₁社長が

Ａ₂委員長に対して、組合活動継続の申出を了承する旨の前言を翻して、管理

職はＥを脱退してもらう旨発言したことを認めるに足りる証拠はない。した

がって、労組法第７条第３号の不当労働行為は成立しない。

５ 争点５（第８回団交における２４．８．２８Ｂ₂取締役発言の労組法第７条第

３号該当性）
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組合は、２４年８月２８日の第８回団交におけるＢ₂取締役の法律はないほ(１)

うがよいとの発言は、組合の存在及び組合の団体交渉権を否定するものであ

ると主張し、これに対し、会社は、上記発言は、労使双方の信頼関係を前提

にすれば法律論は不要であるとのＢ₂取締役自身の考えを述べたものであり、

組合の存在及び組合の団体交渉権を否定する趣旨によるものではないと主張

する。

前記第３の４ 及び５ のとおり、２４年８月２８日の第８回団交におい(２) (14) (６)

て、会社が、個々人の労働条件は個別に提示するという考えから、Ａ₆書記長

の基本給是正額を同人に直接提示したものであり、組合から団体交渉の申入

れがあればこれに応じる旨回答したことに関して、組合は、個々人の労働条

件について個別に提示することは違法であり、団体交渉で協議すべきである

旨主張し、会社の違法ではない旨の主張と対立して、議論は平行線をたどる

中、Ｂ₂取締役は「微妙な問題。法律はないほうがよい 」と発言した。。

このような状況に鑑みれば、Ｂ₂取締役の上記発言の意味は不明で、ここか

ら組合の存在や、団体交渉権を保障する法律そのものを無視しようとする趣

旨を読み取ることはできない。

そして、同４ のとおり、Ｂ₂取締役の上記発言に対し、組合は、組合の存(14)

在や団体交渉権を否定する趣旨の発言と捉えた上で、抗議する旨等を述べた

わけではなく、ルールに基づいてやりましょうと述べて、労働条件について

個別に提示することは違法であり、団体交渉で協議すべきであるという従前

の主張を繰り返したのであるから、組合も本件審査における前記 の組合主(１)

張のような趣旨の発言とは捉えていなかったと認められる。

したがって、第８回団交における２４．８．２８Ｂ₂取締役発言は、表現の

適切さを欠くことは否めないが、組合の存在及び組合の団体交渉権を無視し

ようとする趣旨によるものと認めることはできず、労組法第７条第３号の不

当労働行為に当たらない。
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６ 争点６（Ａ₂前委員長及びＡ₃組合員に対する２４．９．２４Ｂ₂取締役発言

の労組法第７条第３号該当性）

組合は、Ｂ₂取締役が２４年９月２４日、Ａ₂前委員長及びＡ₃組合員のそれ(１)

ぞれに対し、すぐにＥを脱退してほしい旨発言し、同人らは同日、Ｅを脱退

したと主張し、これに対し、会社は、Ｂ₂取締役が上記発言をした事実はない

と主張する。

前記第３の５ のとおり、２４年９月２４日、Ｂ₂取締役が、Ｆ組合員名簿(２) (11)

を確認した際、Ａ₂前委員長の名前が記載されていたことから、Ａ₂前委員長

に対し、組合の会議の場から退席させられたと聞いたけれども、まだＦ組合

員名簿に名前が載っているねと声を掛けたことが認められる。

この点について、Ａ₁委員長は、①Ａ₂前委員長が、同日、Ｂ₂取締役から

早くＥ脱退届を提出して来いと言われたので持ってきたと述べて、同脱退届

を提出した旨、②Ａ₃組合員は、同日、他の従業員に同脱退届の用紙を作成し

てもらい、これに署名し、当該従業員を通じて同脱退届を提出したところ、

当該従業員は、Ａ₃組合員がＢ₂取締役から早く同脱退届を提出して来いと言

われたと述べていた旨記載した陳述書（甲３７）を提出する。しかし、Ａ₁委

員長は、Ｂ₂取締役の発言を直接聞いたものではない上、Ａ₂前委員長及びＡ

₃組合員は、いずれも会社から脱退工作を受けたことを否定しており、Ａ₂前

委員長は組合から脱退を求められているように感じて、またＡ₃組合員はＦと

、 （ 、上部団体との関係に不安を感じて それぞれ同脱退届を提出したこと 乙６

） 、 、 、 、７ に照らすと 上記記載に係るＡ₁委員長の陳述は信用できず 他に 同日

Ｂ₂取締役がＡ₂前委員長及びＡ₃組合員に対して、すぐにＥを脱退してほし

い旨発言したと認めるに足りる証拠はない。

したがって、Ａ₂前委員長及びＡ₃組合員に対する２４．９．２４Ｂ₂取締

役発言がなされた事実は認めることはできないから、労組法第７条第３号の

不当労働行為は成立しない。
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７ 争点７（本件初審審問における２５．８．５Ｂ₂取締役証言の労組法第７条第

３号該当性）

組合は、Ｂ₂取締役のＥの組合員でいる以上、管理職にはなれない旨等の本(１)

件初審審問における証言は、Ｆ組合員に対してＥからの脱退を強要して、組

合の弱体化を企図したものである上、Ｆ組合員個人ではなく、組合及びＦ組

合員全体に向けられた「会社の公式宣言」であるという点で、組合の組織及

、 、 、 、び運営に対する影響力がより強いと主張し これに対し 会社は そもそも

上記証言は、本件事件の審査手続の一環として、都労委に対して向けられた

ものであり、組合及びＦ組合員に向けられたものでないから、組合の上記主

張はその前提を欠くと主張する。

前記第３の５ ないし 及び のとおり、２４年８月２日、Ｂ₁社長及びＢ(２) (１) (３) (13)

₂取締役がＡ₂委員長、Ａ₁副委員長及びＡ₃組合員とそれぞれ面談し、管理職

である品質保証チームリーダー、品質管理チームリーダー又は工程チームリ

ーダーへの就任を打診した際、Ｂ₂取締役は、管理職に就任する場合には、Ｅ

を脱退してほしい旨述べているところ（２４．８．２Ｂ₂取締役発言 、この）

点について、Ｂ₂取締役は、２５年８月５日の本件初審第２回審問において、

嘘偽りを述べない旨の宣誓及び署名押印を行った上で、反対尋問で、組合代

理人であったＡ₁₀弁護士から、チームリーダーは管理職ですが、管理職にな

るにはＥを脱退してもらうということを面談で話しましたかと問われ、はい

と答え、また、Ａ₁₀弁護士から、会社ではＥの組合員でいる以上、管理職に

はなれないですねと問われ、はい、基本的にそうですと答えた。

これからすると、Ｂ₂取締役は、労働委員会の審問手続において、証人とし

て質問に答えて、過去の体験や管理職に関する会社の基本方針に係る事実を

証言したにすぎず、脱退強要や組合弱体化を企図して証言をしたものとは認

められないから、本件初審審問における２５．８．５Ｂ₂取締役証言は、労組

法第７条第３号の不当労働行為に当たらない。
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以上のとおり、本件各再審査申立てには理由がない。

よって、労組法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労働委員会

規則第５５条の規定に基づき、主文のとおり命令する。

平成２８年１０月５日

中央労働委員会

印第二部会長 山川 隆一 ○


